
平成１５年 夏季一時金

要求・妥結状況調査（最終集計）

当課では、県内に事業所をおき労働組合のある企業３００社（従業員数

３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小１５０社）を対象として、

毎年、夏季一時金の要求・妥結状況調査を実施している。

調査対象企業のうち、回答のあった２１７社について集計を行った結果は次

のとおりである （集計は、平成１５年１２月１９日現在）。

１ 平均要求額

（１）平均要求額は、５８４，３８９円となっている。

（２）要求額が最も高いのは、情報通信業で１，３１５，４３７円、次いで

教育、学習支援業で９４６，２９０円、輸送用機械器具業で

６９７，５７１円の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２１９，７６８円、次いで木

材・家具業３５２，１７２円、パルプ・紙業で４５０，９９０円の順と

なっている。

（３）規模別にみると、大手１０２社の平均要求額は５９７，１０９円とな

っている。一方、中小１１５社の平均要求額は５７３，１２３円となっ

ている。

２ 平均妥結額

（１）平均妥結額は、４７５，８８４円、１．８５ヵ月分となっている。

前年（平均妥結額４８１，３１０円）と比べると、５，４２６円下回って

おり、増加率－１．１３％となっている。



（２）妥結額が最も高いのは、情報通信業で１，１０３，８７９円、次い

で教育、学習支援業８０１，４９５円、化学・石油業で６４３，６４２

円の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２５４，５０４円、次いで木

材・家具業２９０，９０１円、パルプ・紙業で３２４，１４９円の順と

なっている。

（３）対前年増加率が最も高いのは、繊維・衣服業で２７．７６％、次いで

鉄鋼業で２２．１７％、ゴム・皮革業２１．７３％の順となっている。

逆に、最も低いのは、金属製品業－１４．７９％、次いで建設業

－１３．０９％、金融・保険業－１０．０６％の順となっている。

（４）規模別にみると、大手１０２社の平均妥結額は５１４，８７０円

（１．９１ヵ月分）で、前年（平均妥結額５２３，９９０円）を

９，１２０円下回っている。対前年増加率－１．７４％である。

また、中小１１５社の平均妥結額は４４１，３０６円（１．７９ヵ月

分）で、前年（平均妥結額４４２，０８９円）を７８３円下回ってい

る。対前年増加率－０．１８％である。

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

７３，５６４円となっている。

（５）地区別にみると、妥結額は高い方から福岡、北九州、筑豊、筑後の順

となっている。

大手では北九州、福岡、筑後、筑豊の順となっているが、中小では福

岡、筑豊、北九州、筑後の順となっている。


